
I.　は じ め に

　農業農村工学は，農業の生産性向上と農村の生活環
境の整備，農業農村に係わる中小都市も含めた地域全
体の持続的発展を図る科学技術である。当分野は，水・
土などの地域資源を人と自然の調和，環境への配慮を
重視して合理的に管理し，日本の文化や歴史の中で独
自に発展してきた。
　高度経済成長期までの日本農業の中心的な課題は，
伝統的な農村と豊富な労働力の存在を前提にした食料
不足の解消であり，農業農村工学には，灌漑排水施設
と圃場の物理的な改善という安定した役割があり，ま
さに農業土木というにふさわしいものであった。1960
年代後半，米の過剰生産が問題になって以後，この
50 年ほどの間に都市化，工業化に伴って，日本の農
業と農村は大きく変化するとともに，経済のグローバ
ル化も一挙に進行し，日本の農業農村の将来のあり方
についての模索が続いている。
　かつての農業土木学では，数学や物理学（特に力学）
をベースとする水理学，土質力学，構造力学が専門教
育の基礎科目であった。しかし，近年では，将来の農
業農村工学技術者が求められる多様な課題に対応する
ためには，力学系の素養のほか，経済学，社会学，化
学，微生物学を含む生物学，生態学，水質学等の多様
な素養を持っていないと十分とはいえない。つまり，
次世代を担う農業農村工学の技術者には，他の分野と
比べてきわめて幅広い知識が求められるようになって
きた1）。
　一方ここ数年，農業農村工学会活動の大きなテーマ
は「人材確保と人材育成」であり，これまでに若手人
材の確保のために学会大会講演会時における各種企画
の実施や，学生会員の会費等の無料化，農学部系学生
向けの LINE 公式アカウントの開設，農業土木事業協
会の「地球規模で考え，現場で実践せよ。」2）の発行協
力など，人材確保のためにさまざまな取組みがなされ
ている。

　また，人材育成の主要な場である大学では，教育・
研究のさらなる質の向上を図る観点から，教育および
研究に関する実績を評価するための指標が導入され
た。同時に，大学の経営改革や組織改編も推進されつ
つあり3），研究費の削減，退職者に対する教員の不補
充，施設管理費の増大の状況にあり，農業農村工学分
野の実績・業績が適切に評価されるための戦略や人材
育成のあり方の検討が急務である。
　本報では，大学内の農業農村工学分野の教育研究の
現状と課題を整理するとともに，新設の福島大学農学
群食農学類が地方自治体・農業関係機関と連携しなが
ら実施する農学実践型教育プログラムを紹介し，産学
官連携による人材育成の可能性と，今後の課題等につ
いて報告する。

II.　人材育成における大学の現状と課題

　少子化社会対策に係る文部科学省の方針の変化に対
応するための大学の経営改革等により，農学系教育研
究組織（以下，「農学部」という）も従来の複数の学
科が 1 学科に統合されるなど，組織改編が行われてい
る。専門分野を超えたカリキュラムの融合により，多
様な地域課題に対応できる人材育成の場としてメリッ
トも果たしているが，その一方で課題も多く存在する。
　農業農村工学が学べる大学は全国で 36 校2）あり，
学科，コース，ユニット，プログラムで環境科学，林
学，生態学，経済学などの専門との重なりをもったカ
リキュラムが運用されるようになっている。このうち，
2021 年 3 月時点で，農業工学関連分野の JABEE 認
定プログラムをもつ大学が 13 校，JABEE 認定有効
期間が終了した大学が 3 校4）あった。
　また，学生が専門分野に分属するのは，2 年次また
は 3 年次となり，入学時に希望した専門分野に進学で
きない学生もいる。さらに，人気がなく学生が集まり
にくい分野では，意欲を失った学生の指導に苦慮して
おり，特に，農学部全体での入試を実施することから，
数学や物理学系が苦手な学生が多くなり，農業農村工
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学分野への進学率にも影響している。
　大学では，研究を通じて教育を行っており，研究費
は重要な教育活動資金になるが，恒常的な研究費は
年々減少傾向にあり，科研費等の外部資金に頼らざる
を得ない状況になっている。しかし，外部資金の獲得
結果は，応募からおよそ 6 カ月後になり，将来の研究
費の見込みが立たないため，計画的な研究ができず，
慢性的に研究費が不足している。科研費の場合，採択
率はすべての研究分野で等しいので，応募数が少なけ
れば，採択数も減少する。そのため，従来の農業農村
工学分野ではなく，研究費獲得が容易な分野での研究
活動を行う教員も少なくない現状にある。
　また，教員個人の評価にインパクトファクターのあ
る国際誌への掲載実績と論文数に重点がおかれ，組織
内の比較対象となっており，オンライン学術データ
ベース（Web of Science や Scopus 等）への登録が
されていない論文の業績評価説明に苦慮する状況にあ
る。これは，大学組織内で当分野の存在価値を低下さ
せることにつながり，少子化の進行とともに，今後の
研究や高等教育を担う人材育成の面で大きな課題である。

III.　福島大学農学群食農学類の新たな取組み

1.　福島大学農学群食農学類設置の背景と構成
　福島県は，伝統的な食品産業が地域の農産物のもと
で育まれた地域として知られており，明治政府の国営
第 1 号農業水利事業として先人たちの尽力による安
積開拓と安積疏水の開さくがあり，農業土木分野にお
いても，貴重な歴史的価値を持つ農業県であるが，こ
れまで県内の大学に農学部が存在していなかった。
　東日本大震災後，県内の自治体や農林業関連団体な
どから，農学部の設置を求める強い要請があり，福島
大学としても経営改革の課題解決のため，人文社会系
の学生定員を減らして，2019 年 4 月に 1 学年の学生
100 名程度，専任教員 38 名の規模で農学群食農学類

（以下，「食農学類」という）を新設した5）。今後，1
期生が学類を卒業して進学できるように食農科学研究
科修士課程の開設を目指している。
　食農学類の構成は，食品科学コース，農業生産学コー
ス，生産環境学コース，農業経営学コースの履修コー
スを 4 つ設けているが，多くの農学系の学部・学科に
比べて食品科学コース，農業経営学コースのウェイト
が高い特徴をもつ。その背景には，震災対応に係わる
研究課題の影響を受けているが，研究棟の建設費用や
教育研究設備など，寄附金に依存し，設置の準備段階
で寄附した地元の団体からの要望が組織構成にも影響
している。近年，各地で農学関連学部新設の動きが活
発化しているが，東日本大震災と福島第一原子力発電

所事故との係わりが深い点に福島大学の場合の特徴が
ある。
2.　実践性を重視した取組み
　食農学類は国内大学の農学部と比べて，規模が小さ
いため，従来のカリキュラム構成が困難であったこと
もあり，一般的な農学部とはことなる実験実習が多い
カリキュラムを運用している。たとえば，実験実習科
目の一つである必修の農場基礎実習は，入学と同時に
1 年次前期から始まる設定になっている。
　また，学生と教員が福島県内の地域の人と一緒に取
り組む 3～5 年間の長期プロジェクト型の実践型教育
プログラム（食農実践演習）が設定されている。これ
は，専門領域 4 コース横断で各フィールドのメンバー
で編成された，地域の食と農に関する課題から実践力
を養成することを目的とした必修科目（2 年次後期，
3 年次通年，総 10 単位）である。本プログラムは，
他大学の農学部では見られない試みであり，農学部の
設置準備の段階から県内すべての市町村にプログラム
の案内を発送し，応募した市町村の地域テーマや大学
からの移動手段などを考慮して選定し，各市町村から
の受託事業として実施している（図-1）。
　福島第一原子力発電所事故から 10 年をむかえた福
島県では，今なお風評被害が続いており，農産物価格
低迷，農業の担い手不足・高齢化などの諸問題がより
鮮明にあらわれている。そこで本プログラムは，長期
的な視点から地域課題を抽出し，研究・社会貢献と一
体的なプログラムを設計して取り組み，生産から加工，
流通，消費まで学際的にアプローチし，フィールド実
習を重視した教育から人材育成を図る目的で開設され
た。学生は若く柔軟な発想力で，地域と協働して課題
解決に向けた活動を行い，現場対応力が高い地域人材
育成が見込まれ，ここでの学び・研究の成果は，地域
に還元されることが期待されている。
　本プログラムの内容は，農学部設置準備の段階から
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図-1　実践型教育プログラムの福島県内フィールド
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自治体と相談しながら設計してきており，農業農村工
学分野においても，市町村の担当者に聞取り調査を実
施したが，地元から大学との連携を希望するテーマの
ほとんどは，新しい産地形成や，地元の農産物に付加
価値をつけた商品開発であった（表-1）。

表-1　農学実践型教育プログラムの概要

フィールド 実践演習タイトル
福島市 果物の魅力あふれる農都ふくしま

伊達市 阿武隈地域の里山再生と地域振興
地域の農業を支える組織・施設／災害対応

南相馬市 土地利用型農業の振興
南相馬米 PR を軸とした農地再生プロジェクト

郡山市 ワインを核とした地域農業の活性化
飯舘村 生きがいとなりわいの両立による農業振興と地域再生
西郷村 新設直売所を核とした地域農業の活性化

猪苗代町 いなわしろ農産物ブランドとツーリズム推進による集落
活性化

南会津町 農林業活性化による農村集落機能復活プログラム
金山町 集落活性化，里山再生と林業振興，高大連携

3.　農業農村工学における実践型教育の課題
　農業農村工学分野に係わる市町村からの現場ニーズ
には，大学で対応できるテーマは少なく，大規模な土
木工事や資金が必要な行政側への要望が多かった。
　また，農業農村工学分野において，大学に対する産
官からのニーズは，主に人材確保であり，インターン
シップの紹介，出前講座，現地見学，事業現場の学生
の研究フィールドとしての活用などを検討しており，
東北農政局農村振興部，福島県農村計画課，農研機構
農村工学研究部門，民間企業の職員などを非常勤講師
として招き，現場の声を学生に伝える機会を設けてい
るが，単発的な効果はあるものの，中長期的な観点か
ら考えると，人材育成の根本的な課題解決には，さら
に適切な対策が必要である。
　特に，食農学類の農業農村工学分野は，林学，農業
機械学とともに生産環境学コースにあり，農業農村工
学会会員 4 名が所属しているが，専門分野が確定する
のが研究室配属後（3 年次後期）となり，少ない教員
配置から必要不可欠な専門科目の教育も十分ではな
く，予算の不足により教育研究設備が整っておらず，
教育研究費のため外部資金獲得にエフォートをとられ
るのが現状にある。

IV.　産学官連携の事例と取組みの提案

1.　現場見学等学生参加支援事業
　農業農村工学会東北支部では，将来の農業農村工学
分野を担う人材の確保につながることを目的に，2019
年度より東北地方の大学のうち，農業農村工学を学ぶ

学部に在籍する学生や教員を対象に，農業農村工学に
係わる国営または県営の農業農村整備事業現場見学等
に係わる学生参加支援事業を実施している。
　福島大学食農学類では，本事業を活用して 2019 年
度には，1 年生を対象に農研機構東北農業研究セン
ター（福島研究拠点）を訪問し，国立研究開発法人の
研究活動とその成果を学ぶ見学を実施した。2020 年
度には，生産環境学コースの 2 年生を対象に福島県農
村計画課の全面的な協力のもとで，新型コロナウイル
ス感染症対策を徹底しながら，圃場整備，ため池放射
性物質対策，営農再開地区など，福島県浜通り地域の
農業農村整備事業現場を見学した。また，バスの移動
時間を使い，福島県農業土木職の若手職員から，仕事
内容ややりがい，学生時代での受験準備など，現場の
声を聞く機会とした。
　参加した学生からは，①東日本大震災と福島第一原
子力発電所事故からの震災復旧，復興の現段階を理解
した，②これから目指すべき福島県の地域の姿を考え
る機会となった，③講義で聞いた座学の内容を実際に
見て確実に頭に入れることができた，など評価された。
　さらに，現地見学を実施したことがきっかけとなり，
小中高校の生徒を対象に福島県が実施してきた「福島
の農村学び場」という制度6）を活用して，2021 年度
からは県内の大学生まで対象を拡充することが検討さ
れ，食農学類 2 年生も参加することとなった。
2.　学生が受講できる産学官連携

　農業農村工学分野において，学生が受講できる中長
期的な教育プログラムを設定するためには，少ない教
育経費での実施，移動手段などを考慮する必要があり，
卒業後の出口まで示す観点から国営または県営の事業
地区の活用が有効であると考える。しかし，このよう
な取組みは大学独自の企画では実施が困難であり，地
域課題を学術的な観点から解決しつつ，行政側の事業
現場に準備の段階（官）から事業現場（産）まで学生
と教員が参加できる産学官連携の新たな仕組みが必要
である。
　産学官連携の手法は共同研究，受託研究，受託事業，
学術指導，奨学寄附金（図-2ａ）などであるが，学
生が参加し実践するには制限が多く，学生が参加でき
る現実的な実現性を考慮すると，学術指導を活用した
取組みが効果的であると考える。
　学術指導は，共同研究や受託研究では困難な，研究
に当たらない技術指導やコンサルティングなどの産学
官連携案件について，従来の兼業（勤務時間外）では
なく，大学の本務（勤務時間内）として実施できる制
度である7）。農業農村工学が学べる 36 校のホームペー
ジ等で調査した結果では，14 校（国立 13，県立1）
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が採用している（図-2ｂ）。本制度の研究費は，寄附
金と同様な自由度をもち，既存の研究費や教育活動資
金では制限される学生の打合せや現地調査の旅費，学
会参加費用などに執行できる。また，申請者と教員が
調整すれば，繰越し執行も可能であり，人材育成に活
用できる制度に当たると考えられる。
　福島大学食農学類と東北農政局では，将来の国営事
業化に向けて，地域の関係機関で構成される営農連絡
会等で，営農構想および施設整備構想に協力する行政
支援型産学官連携の取組みを学生が参加できる形で
2021 年度より実施することを検討している（図-2）。
3.　寄附講座や人事交流の活性化

　一般的に学生は，教員数に比例して研究室に 3 名程
度配属されることから，少なくとも現在の教員数を維
持しなければ，将来の人材は減少する。単純計算で
36 校の農業農村工学分野の退職者に対して 1 名ずつ
不補充になると年間 100 名程度の人材が減ることに
なる。
　農業農村工学分野に進学する学生を増やすために
は，安定的な教育活動資金を確保しつつ，学生に学問
の魅力を伝えるとともに卒業後の出口を示す必要があ
るが，教員数の維持と教育活動資金の確保ができなく
なると農業農村工学教育の存続が危惧される。
　筆者は，これを解決する一つの方法として，中長期
的な地域課題に係わる寄附講座開講や行政からの人事
交流の取組みが必要であると考えている。
　筆者が知る限りでは，農業農村工学分野での寄附講
座の事例は報告されていないが，農林水産省では，国
外の大学と食産業のリーダーを育てることを目的とし
た寄附講座を開講した事例8）がある。また，医療分野
では，民間企業からの寄附講座の開講が多く見られる。
　寄附講座を開講するためには，開講期間中に専任教
員を配置する必要がある。理想論ではあるものの，寄
附講座を通じて，産官において経験豊富な専門家を産
学官連携の専任教員として配置できれば，地域密着の
産学官が連携した実践型教育研究活動や人材確保に貢
献できると考えられる。また，研究や高等教育を担う

人材育成の面でも数年後には効果が得られると確信し
ており，今後学会の大きなテーマとして検討していく
必要があると考えている。

V.　お わ り に

　本報では，人材育成における大学の現状と課題，実
践型教育を活用した産学官連携による人材育成の取組
みを提案し，今後の課題を報告した。
　農業農村工学の果たすべき社会的使命と人材育成の
必要性を踏まえた研究課題が実施できる中長期的な研
究費と，当分野の実績・業績が適切に評価されるため
の戦略や人材育成を目的とした地域密着の産学官連携
の取組みが必要である。
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